
 

 

第１章 基本的な考え方 

１．計画の目的   

本プランは、災害発生が予想される状況において、日頃から在宅の自力避難が困難な

人が、避難に必要な情報を収集した後、避難所への避難を必要とした場合に、一人でも多

くの人を避難支援等関係者が避難所まで安全かつ迅速に移送し、避難所等での支援が受

けられる体制を整備することが目的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．計画の位置づけ 

本プランは、古賀市地域防災計画に定めた要配慮者安全確保体制整備計画及び要配慮

者支援計画に基づく下位計画であり、要配慮者対策のうち、要支援者の避難支援につい

て必要な事項を定めるもの 

 

3.対象とする災害及び地域 

本プランは、土砂災害、高潮、津波、地震、洪水等の災害を対象とする。また、対象地域

は古賀市全域とする。 

 

 

自助 （自分の命を自分で守る） 

共助（家族・地域等での助け合い） 

公助（平常時及び発災時の自助・共助を支援） 

資料３ 



４．対象範囲 

  本プランは、以下に示すとおり、災害発生が予想される状況から避難所における支援 

体制までを対象とする。 

 

項目　　

発
災
時

災害発生が予想される
状況


避難のための情報伝達
　警戒レベル３
　　避難準備・高齢者等避難開始
　警戒レベル４
　　避難指示、避難勧告

避難のための情報収集


避難所等の避難を選択した場合
指定避難所までの移送
（避難支援者、避難支援等関係者）

指定避難所到着（避難完了）



避難所における支援体制

安否確認

災害時 平常時

内容 準備

・災害種別
　洪水、土砂災害、地震、
  高潮、津波
・警戒レベル
　レベル１～５

・自助、共助の意識の醸成
・古賀市総合防災マップの確認
・取るべき行動の事前確認
・防災メールの登録
・緊急連絡先の確認
・避難行動要支援者台帳の活用
・個別計画の活用
・地域での要支援者情報の共有
・非常持出品、非常備蓄品の準備

・要支援者台帳の活用
・個別計画の活用

指定避難所福祉避難スペース、
福祉避難所での受け入れ

要支援者の支援方法に応じた
人材・資機材・物資の手配

避
難
時

・市が発令
・防災無線、防災メール等に
　よる情報伝達

・早め早めの避難行動を意識する

TV、ラジオ、防災無線、防災
メール等の活用

・情報の収集手段を定めておく
・自ら情報を取得する意識の醸成

・避難する判断（在宅の要支援者）
・避難が必要かの判断
　（支援者、避難支援等関係者）

・「在宅避難」、「縁故避難」、
　「緊急入所」、「医療機関入院」
　の選択
・ 個別計画の活用

・要支援者情報の収集、登録、管理
・個別計画の作成
・支援者の確保

・避難路の選択（災害種別ごと）
・移送手段の決定

「在宅避難」・「縁故避難」を選択し
た場合の安否確認と支援方法の
検討


